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対象を国外事業者によるデジタルサービスの取引高が50億円超のＰＦ（プラットフォーム）に限定
→本基準により、国外事業者が行うデジタルサービスの大宗が対象になると見込まれると
ともに、高い税務コンプライアンスにより、適正な課税の確保が見込まれる

4 消費課税
プラットフォーム課税の導入（案）
■内外のイコールフッティングや課税の公平性を確保する観点から、国外事業者がデジタルプ
ラットフォームを介して国内向けに行うデジタルサービスについて、国外事業者の取引高50億
円超のプラットフォーム事業者に消費税の納税義務を課す制度を導入します。

※各プラットフォームの公表情報により確認（白抜きの国は未確認）

国外事業者 プラットフォーム 消費者

税務署

①プラットフォームがアプリ
　配信したものとみなす

③販売代金

対象を国外事業者に限定
→国内事業者への影響なし

④申告

②販売代金+税

（参考）諸外国におけるＰＦ課税の導入状況（2023年1月時点）
PF課税 導入の有無が確認できた８５か国中
ー■ 導入済み（全事業者対象） 　　　  …６３か国（74％）
ー■ 導入済み（国外事業者のみ対象）   …１９か国（22％）
ー■ 未導入                                    … ３か国（4％）

未導入国
　・日本
　・スイス
　・イスラエル


